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KAM = Key Audit Matters（監査上の主要な検討事項）



1. KAMの概要
2. KAMが早期適用された事例の紹介
3. KAMが早期適用された事例から学ぶ
4. まとめ

本日お話すること
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当社概要と自己紹介
社名 石油資源開発株式会社

本社 東京都千代田区丸の内1-7-12（日本監査役協会の隣）

沿革 1955年に特殊会社として創立、1970年に民間会社として再発足

事業内容
国内外における石油、天然ガスの探鉱・開発・生産・販売
2020年に天然ガス火力発電所（118万KW）の営業運転開始

規模 売上高 3,188億円、従業員 1,739人（2020年3月期、連結）

機関設計 監査役会設置会社

会計監査人 EY新日本有限責任監査法人
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◼ 1982年 入社以後、20年間海外事業を担当
◼ 2003年 広報IRを担当（5年間）
◼ 2008年 海外事業部門に復帰（10年間）
◼ 2018年6月 常勤監査役に就任（現在3年目）



1. KAMの概要
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◼ KAMの定義（決定のプロセス）
◼ KAMが導入された経緯
◼ KAMの目的と期待される効果
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KAMの定義（決定のプロセス）

5「監査基凖委員会報告書701」を参考に作成



KAMが導入された経緯
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2016年3月 金融庁「会計監査の在り方に関する懇談会」提言
◼ 会計監査の信頼性確保のための取組み
◼ 株主等へ提供する情報を充実させるための施策として「監査報告書の透明化」

2018年7月 企業会計審議会「監査基準の改訂に関する意見書」
◼ 監査報告書に「監査上の主要な検討事項」の記載を求める監査基準の改訂

2018年11月 関連法令の整備
◼ 財務諸表等の監査証明に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令

2019年2月 監査基準委員会報告書 701（実務上の指針）
◼ 独立監査人の監査報告書における監査上の主要な検討事項の報告



KAMの目的と期待される効果
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目的：監査人が実施した監査の透明性を向上させ、監査報告書の情報価値を高めること

期待される効果：

①監査のプロセスに関する情報が、監査の品質を評価する新たな検討材料として提供さ
れることで、監査の信頼性向上に資すること

② 財務諸表利用者の監査や財務諸表に対する理解が深まるとともに、経営者との対話が
促進されること

③監査人と監査役等の間のコミュニケーションや、監査人と経営者の間の議論を更に充実
させることを通じ、コーポレート・ガバナンスの強化や、監査の過程で識別した様々な
リスクに関する認識が共有されることによって、効果的な監査の実施につながること

企業会計審議会「監査基準の改訂に関する意見書」より引用



2. KAMが早期適用された事例の紹介
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◼早期適用の会社と監査法人
◼早期適用されたKAMの個数
◼早期適用の事例



業種 上場 非上場 合計

1 銀行業 6 2 8

2 電気機器 5 5

2 証券・商品先物取引業 4 1 5

4 不動産業 4 4

5 輸送用機器 3 3

5 卸売業 3 3

全社の合計 45 3 48

早期適用の会社と監査法人
◼ 業種別に見ると、金融関係が多い

◼ 銀行業、証券・商品先物取引業に
その他金融業の2社を合せると15社

◼ 非上場の3社は全てMUFGの子会社

日本公認会計士協会の早期適用事例分析レポート（2020年10月８日）を参考に作成

監査法人 会社数

1 新日本 15

2 あずさ 13

3 トーマツ 12

4 あらた 4

4 その他 4

合計 48

◼ 大手監査法人に集中
◼ その他4社の内訳は、太陽が2社、
東陽とアバンティアが各1社
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連結財務諸表（47社） KAMの数

1 固定資産の評価 19

1 引当金の見積り 19

3 のれんの評価 17

4 収益認識 10

4 その他（＊） 10

全47社の合計
1社当たりの平均

102
2.2

個別財務諸表（38社） KAMの数

1 関係会社株式の評価 16

2 引当金の見積り 9

3 収益認識 8

4 固定資産の評価 5

5 ITシステムの評価 3

全38社の合計
1社当たりの平均

48
1.3

＊新型コロナウイルス感染症拡大（AOKI）や
将来油価前提（三井物産）など

早期適用されたKAMの個数
連結、個別ともに会計上の見積りに関連するものが多い

個別では、10社でKAMが無し（全て純粋持株会社）

日本公認会計士協会の早期適用事例分析レポート（2020年10月８日）を参考に作成

10



業種と会社数 主なKAMの個数（1社で2個ある場合を含む）

① 銀行業（8社） 貸倒引当金（8個）、「のれん」の評価（3個）、組織再編（3個）

② 電気機器（5社） 収益認識（3個）、「のれん」の評価（2個）

③ 証券・商品先物取引業（5社）
金融商品の評価（4個）、繰延税金資産の評価（2個）
組織再編（2個）

④ 不動産業（4社） 固定資産の評価（4個）、棚卸資産の評価（4個）

⑤ 輸送用機器（3社） 製品保証引当金（3個）、貸倒引当金（2個）

⑥ 卸売業（3社）
固定資産の評価、「のれん」の評価、将来油価前提、組織再編、
収益認識（各1個）

早期適用の会社（業種別）の主なKAM

日本公認会計士協会の早期適用事例分析レポート（2020年10月８日）を参考に作成
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① 新生、三菱UFJ、MUFG、りそな、三井住友トラスト、三井住友HD、みずほ、三菱UFJ信託
② 日立、三菱電機、富士通、ソニー、キャノン
③ 野村、大和、岡三、三菱UFJ証券、日本取引所グループ
④ 三井不動産、三菱地所、野村不動産、東急不動産
⑤ デンソー、トヨタ、ホンダ
⑥ 三井物産、住友商事、三谷産業

連結

卸売業は各社各様



業種 主なKAMの個数（1社で2個ある場合を含む）

① 銀行業（5社） 関係会社株式の評価（3個）、貸倒引当金（3個）

② 電気機器（5社） 収益認識（3個）、関係会社株式の評価（2個）

③ 証券・商品先物取引業（3社）
金融商品の評価、関係会社株式の評価、ITシステムの評価
（各1個）

④ 輸送用機器（3社） 製品保証引当金（4個）

⑤ 卸売業（3社） 関係会社株式の評価（3個）、収益認識（1個）

早期適用の会社（業種別）の主なKAM

日本公認会計士協会の早期適用事例分析レポート（2020年10月８日）を参考に作成
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① 新生、三菱UFJ、MUFG、りそな、三菱UFJ信託
② 日立、三菱電機、富士通、ソニー、キャノン
③ 三菱UFJ証券、松井、日本取引所グループ
④ デンソー、トヨタ、ホンダ
⑤ 三井物産、住友商事、三谷産業

個別

証券・商品先物取引業は各社各様



富士通（新日本）

減損損失
の計上

監査上の対応
◼ 将来キャッシュ
フローの検討

（IFRS）

2020年3月期連結財務諸表の監査報告書から抜粋
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中期経営計画を参
照した点が財務諸
表利用者にとって
有用と評価（会計
士協会の分析レ
ポート）

KAMの決定理由
◼ 減損テストは複雑
◼ 見積りの不確実性

KAM



三菱地所（新日本）

減損の有無を
書いていない

2020年3月期連結財務諸表の監査報告書から抜粋
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KAMの決定理由
◼ 減損の兆候の
把握は複雑

◼ 減損判定の
不確実性

監査上の対応
◼ 減損の兆候判定
◼ 兆候あれば、
将来キャッシュ
フローの検討

（日本基準）

KAM
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上記2社のKAMを比較

◼ KAMの決定理由（減損判定の複雑性、見積りの不確実性）、監査上の対応
（将来キャッシュフローの検討）ともに似たような書きぶりなのに、減損の
有無は異なっている

◼ いずれの監査報告書にも「監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対す
る監査の実施過程及び監査意見の形成において対応した事項であり、当監査
法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない」とある

◼ KAMの目的である、透明性の向上と情報価値を高めるためには、プロセスだ
けでなく、結果や意見も記載すべき



AOKI (あらた) ①

2020年3月期連結財務諸表の監査報告書から抜粋

監査役とコミュニケーションを行った項目を一覧表
で表した点が財務諸表利用者にとって有用と評価
（会計士協会の分析レポート）

11個の内から影響額と
発生可能性が高い3個を
KAMに選定
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AOKI (あらた) ②

2020年3月期連結財務諸表の監査報告書から抜粋

早期適用の企業の内「コロナ」を
KAMとした唯一の事例

KAMの決定理由
◼ 臨時休業
◼ 時短営業

コロナの影響に
対応するために
開発した、監査
戦略手法に基づ
く監査計画と手
続の見直し

17

監査上の対応

KAM
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三井物産（トーマツ）

将来油価前提
◼KAMの決定理由

「原油の将来価格見積りは、・・・①足元で生じている新型コロナウイルス感染症及びOPECプラス
による原油の生産調整の不調の影響を受けて下落した市況水準と、②複数の第三者機関による中長期
的な見通しを踏まえて決定される。・・・決定に際しては、経営者による重要な判断が必要であり見
積りの程度及び不確実性が高く、また価格見積りにより影響を受ける勘定科目が多岐に渡りその金額
的重要性も高い」

◼監査上の対応

◼ 価格見積りの決定部署及び内部統制の実施責任者に対する質問の実施、証憑の査閲
◼ 経営者が使用した情報の信頼性、合理性について独自に入手した外部機関情報に基づき検討
◼ 過去の価格見積りと実績との比較分析（過度に楽観的又は保守的となっていないかどうか）
◼ 経営者の見積りが監査人が合理的と考える許容可能な範囲内にあるかどうかの検討

2020年3月期連結財務諸表の監査報告書から抜粋

早期適用を実施した石油会社が1社あ
るが、油価そのものはKAMではない
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住友商事（あずさ）

マダガスカルニッケル事業を営む持分法適用会社が保有する固定資産の評価

「当連結会計年度においては、コバルトの長期予想価格の見通しの下落、プロジェクト会社における
設備トラブルに起因する不安定な生産状況及び2020年3月以降の新型コロナウイルス感染拡大による
操業停止の状況を踏まえ、プロジェクト会社において固定資産の減損の兆候を認識し、減損テストを
実施しているが、固定資産の処分コスト控除後の公正価値が帳簿価額を上回ったことから、減損損失
を認識していない。」

2020年7月20日 減損損失の発生に関するお知らせ
「・・・同プロジェクトの事業計画を見直した結果、プロジェクト会社が保有する固定資産の簿価を
全額回収することは困難と判断し、回収可能額まで減損損失を計上することになりました。」

連結決算「持分法による投資損失」約550億円
個別決算「投資有価証券評価損」約800億円

バナナ＆パイン事業及びマッシュルーム事業については、
回収可能価額が帳簿価額を上回る余裕部分がそれぞれ
10,559百万円及び8,349百万円であり、仮定が変動した場
合に減損損失の認識が必要となる可能性がある。

2020年6月19日 連結財務諸表の監査報告書

見積りにおいて簿価を上回る余
裕額を示した点が財務諸表利用
者にとって有用と評価（会計士
協会の分析レポート）

2020年3月期連結財務諸表の監査報告書から抜粋

欧米州青果事業における無形資産の評価



2020年5月14日

連結計算書類の監査報告書

早期適用の企業の内「会社法」でもKAMを開示した唯一の事例

2020年6月26日

連結財務諸表の監査報告書

1. 貸倒引当金の見積り

2. 買収・出資に伴うのれん及びその他の無形固定資産の評価

（1）企業結合取引により計上した無形固定資産の評価

（2）バンクダナモンの取得により計上したのれんの減損処理の要否
20

三菱UFJフィナンシャル・グループ
（トーマツ）

2020年3月期連結計算書類および連結財務諸表の監査報告書から抜粋

1ヶ月前倒しで、同じ
内容のKAMを記載



3. KAMが早期適用された事例から学ぶ

21

◼透明性、情報価値の向上
◼ 英国の事例

◼監査人とのコミュニケーション
◼財務諸表利用者の期待と課題
◼会社法とKAM
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透明性、情報価値の向上①

◼ コロナの状況の中で早期適用したことは称賛に価する
◼ ボイラープレート化の懸念があったようだが、AOKIや三井物産など、個性的
な記載も見られた

◼ 財務諸表作成責任者、監査役等からは、監査手続の透明化や重点監査項目の開
示による信頼度の向上など、肯定的な回答あり（会計士協会の分析レポート）

◼ 財務諸表利用者からも、おおむね期待どおりの記載との回答（同上）
◼ のれんの減損損失の検討がKAMに記載され、翌四半期以降に損失が計上された事例が有用

◼ 「投資家として注視する項目が多く取り上げられおり、多くの企業でKAMが適
切に選択された」ニッセイ・アセット・マネジメント（月刊監査役 No.714 羅
針盤）
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透明性、情報価値の向上②

◼ 財務諸表利用者から、単に会計基準をそのまま書き写しているだけのような事
例が見受けられたことや監査上の対応が具体的にイメージできる記載と簡素な
記載との程度の差が大きかったとのコメント（会計士協会の分析レポート）

◼ 監査人の手続の結果や主要な見解が記載された事例はなかった（同上）

◼ 監査上の対応は、以下のいずれか又は組合せで記載する（監基報701）

◼ 監査アプローチの内容
◼ 手続の簡潔な概要
◼ 手続の結果
◼ 主要な見解

記載してもよいと
されている
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透明性、情報価値の向上③

◼ 結果や見解の記載は任意だが、個別の事項に対する意見を表明しない、又は表
明しているという印象を与えないように留意することが適切である（監査報告
書に関するQ&A、会計士協会）

◼ 個別意見のような印象を与える例として「会社の見積りは合理的」や「見積金
額は適切に算定されている」などを挙げている（同上）

◼ 結果や見解を記載しない理由（KAM試行の取りまとめ、会計士協会）

◼ 個別意見の表明との印象を与えかねない
◼ 妥当と判断したと記載することに有用性を見出すことはできない
◼ KAMに限定して識別された虚偽表示や内部統制の不備を記載しても、それだけでは適切に
評価できない



BP ①
(Deloitte)

Annual Report and Form 20-F 2019から抜粋

気候変動とエネルギー転換による影響

◼ 英国の石油メジャー
◼ KAMは全部で6個
（他に減損、IT、経
営者による内部統制
の無効化など）

認識したリスク
◼ 市況（需給、価格）
◼ 固定資産の評価
◼ 廃坑義務による負債
◼ 気候変動関連の訴訟

監査上の対応
◼ 経営者との議論

監査手続の概要
◼ 外部専門家起用
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監査人の側でも
気候変動に関する
運営委員会を設立

パリ協定の目標
との整合性

KAM



BP ②
(Deloitte)

Annual Report and Form 20-F 2019から抜粋

経営者の見解
と開示に満足

KAMの決定理由
◼ 経営者の注目
◼ 監査委員会と協議
◼ 監査戦略への影響
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認識したリスク
◼ のれんの減損

訴訟に関する監査手続の概要
◼ BP内部の弁護士に加えて
外部の弁護士とも協議

重要な観察
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世界におけるエネルギー消費の予測（2050年）

再生可能エネルギー 石炭、天然ガス、石油

エネルギー消費に占める割合 エネルギー消費の内訳

Hydrocarbons

BPは、3つのシナリオ（Business-as-usual、Rapid、Net Zero）の内、どれを取っても、
2050年における石油の消費は、2018年より減少する（今がピーク）と見込んでいる

BP Energy Outlook 2020から抜粋
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◼ 監査役等、財務諸表作成責任者から、経営者、監査役等、監査人の間でコミュ
ニケーションの深度が増したとの回答（会計士協会の分析レポート）

◼ リスクについて客観的・定量的に評価する仕組みを再整理した
◼ 監査上の対応が詳細に開示されるため、理解が深まった
◼ 監査人に従来以上の緊張感が生まれた
◼ KAMと財務諸表の注記との整合性を検討することで監査品質が向上した

◼ 「これまでも監査人と監査役等の間でしっかり連携してきたので、コミュニ
ケーションの本質に変化はなく、その内容が文章として開示されることで明確
になると考える」監査役協会中村副会長（月刊監査役 No.708 特別対談）

監査人とのコミュニケーション
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◼ 財務諸表利用者から「KAM記載の前提となる財務諸表の注記事項、有報の記
述情報を併せて充実させることが必要」とのコメント（会計士協会の分析レ
ポート）
◼ 内閣府令で開示項目となった「重要な会計方針及び見積り」を活用して、充実したKAMの
開示につなげている（月刊監査役 No.714）

◼ 投資家が監査役会の実効性を評価できるよう、監査役会の活動状況（開催頻度、
主な検討事項）の開示の拡充に向けた働きかけを監査役等にお願いしたい（月
刊監査役 No.714 ）

◼ 利用者と「監査役等との対話の重要性が高まる」楽天証券（月刊監査役
No.717 投資家が監査役等に求める対話とは）

財務諸表利用者の期待と課題①
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◼監査役等から「KAMがアラームとして受け止められないように財
務諸表作成者と利用者の理解が必要」とのコメント（会計士協会の
分析レポート）

◼財務諸表作成責任者から「問題があった事項が記載されるという誤
解がないように利用者への啓蒙活動が必要」とのコメント（同上）

◼財務諸表利用者から「減損損失が計上されていないが、将来損失の
計上される資産の存在が明らかになる可能性がある。KAMによっ
て提供される情報が有用」とのコメント（同上）

財務諸表利用者の期待と課題②

◼ 日本取引所グループのKAM（3個）の一つはITシステムの評価

対話によりギャップを解消
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◼企業会計審議会の議論では、会社法上のKAMの記載は任意とされ
た（監査役協会 Q&A集）
◼ 1ヶ月程度の前倒しが必要、実務スケジュールが難しい
◼ 事業報告と有報の情報量の差

◼早期適用の中で1社（MUFG）が会社法でもKAMを開示
◼株主総会に先立ち有報を提出した（会計士協会の分析レポート）

◼上記の対応ができない場合でも、総会の準備として想定問答の作成
は必要（監査役協会 Q&A集）
◼ 監査役等に対する監査人とのコミュニケーションについての質問

会社法とKAM
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◼ 早期適用の事例は利用者からおおむね好評であった一方、透明性、情報価値
の向上という点からは、改善の余地がある。監査人による手続の結果や見解
も記載すべき

◼ 利用者からKAMだけでなく、財務諸表の注記や有報の記述情報も併せて充実
させることが期待されている。また、監査役の活動状況についても開示の拡
充が求められている

◼ KAMが利用者にアラート情報として受け止められる懸念があるようだが、会
社とのコミュニケーションを積み重ねることにより、理解が深化することが
期待される

4. まとめ
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◼ 金融庁
◼ 2016年3月8日 会計監査の信頼性確保のために「会計監査の在り方に関する懇談会」提言
◼ 2018年7月5日 企業会計審議会「監査基準の改訂に関する意見書」

◼ 日本公認会計士協会
◼ 2017年11月17日 KAM試行の取りまとめ
◼ 2019年2月27日 監査基準委員会報告書 701
◼ 2020年5月14日改正 監査報告書に係るQ&A
◼ 2020年10月8日「監査上の主要な検討事項」の早期適用事例分析レポート

◼ 内閣府令
◼ 2018年11月30日 財務諸表等の監査証明に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令

◼ 監査懇話会
◼ 2018年3月28日 第214回監査実務研究会 監査報告書の透明化
◼ 2019年2月21日 第224回監査実務研究会 監査報告書の透明化（第二弾）

◼ 2020年3月期にKAMを早期適用した各社の監査報告書

参考資料①
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◼ 日本監査役協会
◼ 2020年2月29日 月刊監査役 No.706 第89回監査役全国会議 第2分科会
◼ 2020年4月25日 月刊監査役 No.708 特別対談
◼ 2020年6月8日 監査上の主要な検討事項（KAM）に関するQ&A集・統合版
◼ 2020年10月25日 月刊監査役 No.714 羅針盤
◼ 2020年11月30日 監査上の主要な検討事項（KAM）の早期適用に関する実態と分析
◼ 2020年12月25日 月刊監査役 No.716 コロナ禍における監査役等とのコミュニケーション
◼ 2021年1月25日 月刊監査役 No.717 投資家が監査役等に求める対話とは

◼ 商事法務
◼ No.2215 2019年11月25日「監査上の主要な検討事項」の法的検討（上）
◼ No.2217 2019年12月15日「監査上の主要な検討事項」の法的検討（下）

◼ BP開示資料
◼ Annual Report and Form 20-F 2019
◼ Energy Outlook 2020

参考資料②


